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令和４年度　決算のあらまし

健全化判断比率
特別会計名 歳出前年比歳出歳入

実質赤字比率、連結実質赤字比率
　実質赤字額がないため（黒字）「―」で表示。

実質公債費比率、将来負担比率

経常収支比率

実質公債費比率

将来負担比率

指　　標 比較増減R3年度
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1.0％

▲3.1％

97.4％

連結実質赤字比率

R4年度

― ―

― ―

経常収支比率

実質赤字比率

89.6％

―

―

8.6％ 9.6％

30.9％ 27.8％

〇お問い合わせ　総務企画課　　財務行革推進室まで ☎43-2111（内線 259）

　公債費ならびに病院事業会計・水道事業会計
への繰出金が増加した為、令和３年度と比較し
7.8％の増となりました。

　実質公債費比率は、公債費のピーク（令和5年度）に近づいていることにより、1.0％増加しました。
　将来負担比率については、財政調整基金、減債基金の残高は減少しました。一方、地方債の残高も減少している
ことから、将来負担比率は3.1％減少しました。経費の削減や行財政改革を進め、財政の健全化に取り組んでいきます。

　
特
別
会
計
と
は
法
律
や
条
例
で
義

務
付
け
ら
れ
た
会
計
を
指
す
。
国
民

健
康
保
険
や
介
護
保
険
な
ど
は
保
険

法
に
よ
っ
て
予
算
措
置
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と
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っ
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、
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。
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収
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付
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結
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収
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特別会計決算

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

最上病院事業

介護老人保健施設事業

水道事業

瀬見温泉管理事業

農業集落排水事業

下水道事業

浄化槽事業

合　計

10 億 6,857 万円

1 億　 763 万円

12 億 3,011 万円

12 億 7,515 万円

3 億 9,591 万円

4 億　 893 万円

1,767 万円

2,061 万円

2 億 6,336 万円

1 億 2,833 万円

49 億 1,627 万円

10 億 2,976 万円

1 億　 695 万円

11 億 5,376 万円

12 億 8,169 万円

4 億　 968 万円

5 億 1,546 万円

1,648 万円

1,962 万円

2 億 4,335 万円

1 億 2,772 万円

49 億　 447 万円
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特
別
会
計
の
事
業
を
補
助
す
る
た

め
、
一
般
会
計
か
ら
特
別
会
計
に
支

出
す
る
お
金

　
町
税
や
地
方
交
付
税
な
ど
毎
年
決

ま
っ
て
入
る
お
金
（
経
常
的
収
入
）

に
対
し
、
人
件
費
や
施
設
維
持
費
、

公
債
費
等
の
毎
年
決
ま
っ
て
出
て
い

く
お
金
（
経
常
的
支
出
）
の
割
合
。

比
率
が
高
い
ほ
ど
、
町
の
財
政
運
営

に
弾
力
性
（
余
裕
）
が
無
い
こ
と
を

示
す
。

　
全
会
計
を
対
象
と
し
た
実
質
赤
字

額
の
標
準
財
政
規
模
に
対
す
る
比
率

　
地
方
公
共
団
体
の
収
入
に
対
す
る

借
金
返
済
額
の
比
率
を
示
す
も
の
で
、

一
般
会
計
の
公
債
費
（
町
の
借
金
）

に
特
別
会
計
な
ど
へ
の
繰
出
金
を
加

算
し
、
財
政
負
担
の
度
合
い
を
判
断

す
る
も
の
。
18
％
を
超
え
る
と
、
そ

の
後
の
公
債
の
発
行
に
つ
い
て
国
や

県
の
許
可
が
必
要
と
な
る
。

　
地
方
公
共
団
体
の
一
般
会
計
な
ど

の
公
債
（
町
の
借
金
）
や
将
来
支
払
っ

て
い
く
可
能
性
の
あ
る
負
担
な
ど
の

残
高
を
現
時
点
で
指
標
化
し
、
将
来

財
政
を
圧
迫
す
る
可
能
性
の
度
合
い

を
示
す
比
率
。
３
５
０
％
を
超
え
る

と
健
全
化
計
画
を
策
定
し
、
財
政
の

健
全
化
を
図
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

0

5 億

10 億

15 億

20 億
目的基金減債基金財政調整基金

R04R03R02R01H30H29H28H27H26H25

町の基金の推移

（単位：億円）

町債残高の推移

　歳出について、介護老人保健施設事業は、物価高騰による燃料費・委託料等、瀬見温泉管理事業は新型コロナ
ウイルス対策、水道事業は令和４年 6 月豪雨による災害、下水道事業は、向町浄化センターの修繕や設備更新、
浄化槽事業は、浄化槽の設置基数ならびに元利償還金により増加しました。国民健康保険事業は保険給付費、介
護保険事業は基金積立金、最上病院事業は機器・設備更新、農業集落排水事業は元利償還金により減少しました。

特別会計総括

財
政
調
整
基
金

　
年
度
間
の
財
源
の
不
均
衡
を
調
整

す
る
た
め
の
基
金
。
財
源
に
余
裕
が

あ
る
年
度
に
積
み
立
て
、
災
害
の
発

生
等
に
活
用
し
て
い
る
。

減
債
基
金

　
将
来
に
わ
た
る
町
財
政
の
健
全
な

運
営
を
行
う
た
め
、
町
債
の
償
還
に

必
要
な
財
源
を
確
保
す
る
目
的
の
基

金
。
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（単位：億円）

54 56 58 61 62 63 65 66 64 60
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※上部金額は合計
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